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2013年２月21日

各　地本・単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　潔

（賃金労働部）
地公給与引下げ強制に反対する総務大臣宛「大型はがき」行動の実施について
連日の取り組みに心から敬意を表します。

さて、公務員連絡会・地公部会と連携した取り組みとして標記行動が提起されました。
自治労北海道本部としても第54回臨時大会での決定に基づき、この取り組みに結集することとしますので、各単組・総支部での最大限の取り組みをお願いいたします。
記
１．取り組み期間：　大型はがき到着後（２月下旬）～３月25日（月）

２．取り組み範囲：　組合員およびその家族（１人５筆以上を目標）とします。その他、管理職員や消防職員への協力要請などを取り組むこととします。

３．行動内容：　　「大型はがき」による文書要請行動（はがき１枚につき20人署名方式）
４．取り組み方法：　
①道本部より「大型はがき」（別紙２）が出来上がり次第順次、各単組・総支部へ発送します。
②各単組で「大型はがき」による文書要請行動に取り組む（はがき１枚につき20人署名方式）。
③提出枚数・署名人数を記入した集約表（別紙１）を同封して集約日までに道本部へ到着するよう返送。
　※総務省に直接送ることはしないでください。

　【集約日】　３月25日（月）
※４月上旬が国会での予算審議のヤマ場となることが想定されるため、集約日については厳守でお願いします。

　【送り先】　自治労北海道本部賃金労働部

　　　　　　　〒060-0806　札幌市北区北６条西７丁目

（別紙１）
総務大臣宛「大型はがき」行動集約表
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（別紙３）
～第54回道本部臨時大会「当面の闘争方針案」補強（当日配布）
地方財政確立に向けた取り組み（２）抜粋～
１　若干の経過と情勢

（１）政府地公給与の国並み削減要請を閣議決定

政府は1月24日、2012人勧で勧告されていた国家公務員の高齢層職員の昇給抑制に関して、2014年（平成26年）1月1日から実施するとともに、地方公務員給与について、国に準じた措置を講じるよう要請するという内容を閣議決定しました。それを受けて、１月28日には、2013年度の地方財政方針の確定とあわせて総務省から各都道府県・政令市・市町村に対して、総務大臣通知・書簡が発出されたところです。
（２）総務省、地方自治体へ職員給与の削減を要請

その内容は「平成25 年度における地方公務員の給与については、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24 年法律第２号）に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請いたします。」とされており、地方公務員法および地方自治法に基づく技術的助言として、一定の強制力を持つものとして、発出されました。このような技術的助言に対して、１月29日自治労道本部は道市町村課に対して、国と地方の関係をないがしろにする極めて大きな問題であることから、総務大臣通知と書簡について、その取り扱いを質すとともに、技術的助言を各地方自治体へ安易に発出することがないよう強く申し入れました。これに対し、道市町村課は「地方公務員法の趣旨を踏まえて、自治体職員の給与決定は自治体として判断すべきもの」との基本認識は示したものの、取り扱いの詳細が示されていないとし、今後の政府からの助言内容によるところが大きいとの考えを示しています。
（３）自民党政権公約で公務員人件費２兆円削減を明示

　自民党は政権公約において、「５年を一期とする財政健全化中期計画を策定する」とし、「集中財政再建期間」において、「国・地方を含め幅広に公務員等の給与を削減すること等により、公務員総人件費を国・地方合わせて年間２兆円削減」することを公約に掲げました。この２兆円の主要なターゲットが、「地方交付税等の減額を通じた、国公の臨時特例法の反映による地公の給与削減」となっています。また、政府は2013政府予算編成にあたり、国公給与削減措置（▲7.8％）について、地方にも2013年7月以降に同様の措置を要請するとし、地方財政計画、地方交付税の算定に反映（▲4,000億円）するとの方針を確定しました。

政府自民党のねらいは、過去の閣議決定において盛り込まれていた地方公務員関連部分＝地方の行革・効率化について、「期待する」となっていたものを「要請する」等の表現に強めることとし、地方交付税の抑制＝地公給与の削減策につなげていくことです。そして、１月24日の夜には臨時閣議を召集し、2012人勧の実施と地方公務員の給与を国並みに引き下げる要請を閣議決定しました。
（４）公務員連絡会・自治労は地公給与削減強制に反対の声明などを公表

このような政府の動きに対し、公務員連絡会・自治労は、国による地方公務員給与引下げ強制に反対し、地方で自主的に決定できるよう、取り組みを強化していくとの声明・談話を発表しました。さらに、道本部は①公務員労働者の賃金労働条件決定システムが政治に翻弄される事実は事実として受け止め、現在の政権にしっかりと対峙する労働組合としての役割を果たすことが極めて重要、②連合北海道をはじめとする道内の労働組合や経済・行政団体などとともに地方自治の確立と地方財政の確保に向けた運動展開を進める、③自治労・公務員連絡会に結集を強め、春闘期以降のあらゆる抵抗闘争を職場から徹底すること、④新たな給与削減は許さず、各自治体から政府に対する取り組みを展開し、全国的な規模の取り組みに拡大させながら参議院選挙の勝利の展望を切り開くとする見解を執行委員会として確認し、全単組へ発信しました。
（５）地方六団体は厳しい反対の姿勢を表明するも、政府は削減強行を閣議決定

一方、こうした政府に対して、全国知事会などの地方六団体においては、国公と同様の措置の地方への強制については反対の姿勢を示し、この間、政府・政党要請、国と地方の協議の場の開催と意見反映、マスコミへの積極的な意見反映がなされてきています。

　しかし、政府は、地方に給与抑制を要請する期間の短縮（当初2013年４月～2014年３月を想定していたものから2013年７月以降を想定）や防災・減災・地域活性化対策等へ使途を限定する形での新たな交付金の配分を行うこととして、地方財源にかかる総額は確保したかのような方針を確定しました。その内実は国と同程度まで給与削減を行わない自治体に対しては交付しないとしており、さらにこの交付金については一定の縛りがあること、交付税削減が将来復元する見込みがないうえに、新たな交付金制度が継続される保証もないものです。
（６）地方は国に先立って様々な努力を実行済み
　地方自治体においては、1998年以降、景気対策に名を打った国の財政発動に協調し、長きにわたって地方財政の締め付けなどにより厳しい財政運営を強いられてきました。その結果として、職員給与の勧告によらない削減のみならず、職員数の大幅な削減や市町村合併が進められ、指定管理者制度やＰＦＩ等の行政機能のアウトソーシングが強行されてきた経緯にあります。北海道においては全国に例を見ない14年連続の給与の独自削減を実行中です。このように、様々な行革努力を国に先んじて地方自治体は推し進めてきており、臨時特例法による国家公務員の給与減額を地方へ強制することは断じて認めることはできません。

（７）政府方針は地公の努力や国と地方の関係を大きく損なう愚行

また、こうした要請は、地方公務員法の趣旨に反するばかりか、地方自治の本旨を根底から揺るがす重大な問題といえます。閣議決定において、防災・減災事業や地域経済の活性化のためを大儀としていますが、これは政府が一方的に地方自治体に給与削減を押し付けるために補足したものであり、まったく理由になりません。また、地域の民間給与や経済への配慮を目的とするなら、大きな影響を持つ地方公務員給与を削減すべきではないことは明白であり、このまま実施されれば全国的にも後れをとる北海道経済に与える影響は甚大といわざるを得ません。

（８）地方段階から政府へ攻勢を、組織の総力をあげて運動展開！
今後の行動予定としては、閣議決定を強行した政府に対する抗議行動を皮切りに、道本部は自治労本部・公務労協に結集を強め、断固反対の姿勢で大衆行動を含め、春闘期からそれ以降の取り組みを強化しなければなりません。自治労本部は第85回臨時大会の議論を踏まえて、６月の第２回定例会前を山場にした全国統一行動等の配置（スト戦術も含め）や大規模な集会などの取り組みについて検討することとし、２月27日の自治労本部拡大闘争委員会において、改めて方針提起することが確認されました。自治労道本部としてもこうした中央段階での方針を受け止め、地方公務員給与は「各自治体における労使交渉により決定する」ことを大前提とし、これ以上の給与削減を行わせないたたかいを、組織の総力をあげて運動展開していくこととします。
２　閣議決定された政府方針の問題点について

国のよる地方公務員給与引き下げの強制は以下のような問題点があります。こうした問題点についてしっかりと学習を行い、各級議会議員や地域住民等にアピールしながら、断固反対のたたかいを進めます。

（１）地方公務員の給与決定については、地方公務員法第24条に基づく５条件（生計費、国家公務員の給与、他の地方公共団体の職員の給与、民間事業の従事者の給与、その他の事情）を踏まえて、自主的に条例により決定していくことが原則です。国が地方公務員の給与削減を強制することは、こうした制度の根幹を崩壊させたといえ、国と地方の関係を歪めるものであり、地方自治の根幹にかかる問題です。さらにその目的遂行のために、地方の固有財源とされている地方交付税を減額するという手段は断じて認めることができません。

（２）また、新政権においては、日本経済の再生、景気回復が課題となっていますが、景気回復のためには、所得の向上が不可欠な要素です。それなのに、地方交付税をはじめとした地方の財源を削減し、地方公務員の給与削減を推進することは、国民全体の所得向上をめざすとしながら、他方で、地域の所得となりうる地方の財源を削減するという、全くつじつまが合わない政策が実施されています。その目的は地方公務員の労働組合である自治労・都市交・全水道・日教組等への明確な攻撃であることを認識しなければなりません。

（３）国と地方自治体の関係論の観点からは、交付税や交付金総額はほぼ前年度並みとされていますが、使途の自由な自治体の固有財源である地方交付税を減額される代わりに使途の縛りがある交付金に置き換えていることは自治体の自由裁量枠を制限するもので、責任ある自治の確立に真っ向から反するものです。交付金によって、地方公務員人件費への差配を強化することは、給与を自治体自らが条例で定めるという自主性・自律性を阻害し、財源の予見可能性が低下し、国への依存度が高まるものとなりますので、国や自治の劣化につながります。

（４）義務教育国庫負担制度については、「教職員が学校教育における最大の教育条件」であることから、国が教育のナショナルミニマムを保障することを目的として教職員の給与費３分の１を国が負担する制度です。政府はそれを削減するにあたって、学校教育の充実・発展に資する政策なのかとの観点に立った検討を一切行わないで、義務教育国庫負担制度を無視する判断としています。

（５）さらに、2012年２月に成立した「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」附則第12条において、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」とした規程と整合性がなく、法理上の矛盾を生じさせるものです。










